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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

①地域活動協議会の構成
団体が、自分の地域に即
した支援を受けること
ができていると感じた
割合 

29 年度 80％ 

30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 12 区で目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
福島区、此花
区、中央区、
大正区、天王
寺区、西淀川
区、淀川区、
東淀川区、住
吉区、東住吉
区、平野区、
西成区の 12
区が未達成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、６区におい
て元年度目標を上方修正す
る。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
都島区、港区、浪速区、東成
区、城東区、鶴見区につい
て、30 年度実績が元年度目
標を上回ったため。 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

②地域活動協議会を知っ
ている区民の割合 

 
29 年度 30％ 
30 年度 35％ 
元年度 40％ 

24 区中 19 区で目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 

未達成 
北区、中央
区、西区、浪
速区、淀川区
の５区が未
達成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、10 区にお
いて元年度目標を上方修正
する。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
港区、大正区、西淀川区、東
成区、生野区、旭区、城東区、
鶴見区、住之江区、東住吉区
について、30 年度実績が元
年度目標を上回ったため。 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

③地域活動協議会の構成
団体が、地域活動協議会
に求められている準行
政的機能を認識してい
る割合 

 
29 年度 80％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 
 

24 区中６区が目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 
 
 
 

未達成 
都島区、西淀
川区、東淀川
区、生野区、
旭区、住之江
区の６区が
達成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、５区におい
て元年度目標を上方修正す
る。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
西淀川区、東淀川区、生野区、
旭区、住之江区について、30
年度実績が元年度目標を上
回ったため。 
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①地域実情に応じたきめ
細かな支援 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。 

・地域ニーズの把握によ
り「地域カルテ」を充実
させるとともに、「地域
カルテ」を活用し、地域
課題に即した支援を行
う。また、各地域におけ
る会議等での意見交換
や課題解決の話し合い
を促進する。 

・地域状況や課題を共有
し、地域活動協議会が
必要とする支援を行
う。 

・一部の区では、各地域
担当間、各課を横断し
た情報共有及び課題解
決方策の検討を行うた
めの会議を開催する。 

・区を越えた地域活動協
議会の事例共有や連携
促進のための交流の場
について、区長会議の
もと実施方法等を検証
し、必要に応じて開催
する。 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～
７月）また、事例共有会
において取材事例の
他、参考となる取組を
共有した。（10 月） 

・各地域における「地域
カルテ」の活用を支援
するため、「地域カル
テ」の活用に関する職
員研修を実施した。（８
月・11 月） 

・「地域カルテ」の作成・
充実に関する支援とと
もに、「地域カルテ」を
活用し、地域活動協議
会が必要とする地域課
題に即した支援を行っ
た。 

・中間支援組織、区社協
等と連携し、地域状況
や課題、地域活動に役
立つ情報等の収集・提
供を実施した。 

・一部の区では、区役所
組織を横断した情報共
有会議での内容を記録
し、区役所内での情報
共有を図りながら、地
域特性に応じた支援に
取り組んだ。 

・区を越えた地域活動協
議会の事例共有や連携
促進のための交流の場
について、29 年度のア
ンケート結果を踏ま
え、開催した。 

・一部の区では、全地域
において地域カルテの
作成を予定していた
が、１地域にとどまっ
た。 

・各地域で、地
域課題や地
域ニーズを
的確に把握
し、解決手法
を話し合う
とともに、
「地域カル
テ」の内容を
充実させる
必要がある。 

 

・引き続き、各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区の取組
内容を共有する。（通年） 

・各地域における会議等での地
域課題や地域ニーズ、解決手法
についての話し合い等を通じ
て「地域カルテ」を充実させる
ことで、より地域課題に即した
支援を行う。（通年） 

・引き続き、地域状況や課題を共
有し、地域活動協議会が必要と
する支援を行う。（通年） 

・引き続き、区を越えた地域活動
協議会の事例共有や連携促進
のための交流の場について、区
長会議のもと実施方法等を検
証し、必要に応じて開催する。
（通年） 

・一部の区では、組織横断的な連
携が図れるよう、情報共有会議
を開催するとともに、その会議
録を周知し、職員全体で地域特
性に応じた支援に取り組む。
（通年） 

・一部の区では、各地域と地域課
題の共有を行い、地域カルテの
作成を支援する。（通年） 

②地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～

・地域活動協議
会の活動に
ついての認
知度が向上
するために
は、幅広い人
に情報が伝
わる必要が
ある。 

・一部の区で

・引き続き、各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区の取組
内容を共有する。（通年） 

・引き続き、区のホームページや
ＳＮＳをはじめ、広報紙や地域
活動紹介したリーフレットな
ど、様々な広報媒体を通じて、

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 
する。 

・区のホームページやＳ
ＮＳをはじめ、広報紙
やリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じ
て、地域活動の紹介を
行う。 

・課題を抽出して「地域
カルテ」を更新し、支援
していく。 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
を呼びかける。 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介する。 

・一部の区では、マン
ション住民を対象に、
防災講座の開催をはじ
め 、 防 災 の ワ ー ク
ショップ運営や防災マ
ニュアルの策定を支援
することで、マンショ
ン内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成
へと誘導するととも
に、地域活動協議会を
紹介する。 

・一部の区では、まちづ
くりセンターと連携
し、各地域活動協機会
の広報の重要性の理解
を促進し、地域活動協
議会紹介リーフレット
を作成する。 

７月）また、事例共有会
において取材事例の
他、参考となる取組を
共有した。（10 月） 

・区のホームページ、Ｓ
ＮＳ、広報紙、紹介コー
ナーをはじめ、リーフ
レット、チラシ、ポス
ター、デジタルサイ
ネージなど、様々な広
報媒体を通じて、地域
活動の紹介を行った。 

・一部の区では、区内高
校生の協力のもと各地
域活動協議会のポス
ターを作成した。 

・課題を抽出して、随時
「地域カルテ」の更新
の支援を行った。 

・転入者への転入時の案
内などの機会に、地域
活動への参加を呼びか
けた。 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介した。 

・一部の区では、マン
ション内の住民交流を
促進し、コミュニティ
形成へと誘導するた
め、29 年度送付したＤ
Ｍに回答があったマン
ションから重点的に働
きかけを始めた。 

・一部の区では、ケーブ
ルテレビと連携し、地
域活動協議会や同会長
会の紹介、地域の各種
イベント紹介を実施し
た。 

・一部の区では、各地域
活動協議会広報担当者
等を対象に、地域公共
人材を活用して広報研
修会を開催した。各担
当者による意見交換を
行うとともに、専門的
な観点から効果的な広
報のノウハウ、地域活
動協議会紹介リーフ
レット作成にあたって
のアドバイスを行い、
各地活協でオリジナル
のリーフレットを作成
し、各地域内で配布す
るなど、認知度向上に
取り組んだ。 

は、広報によ
る活動者の
負担増を考
慮し、持続可
能な広報と
なるよう支
援する必要
がある。 

 

地域活動の紹介を行う。（通年） 

・引き続き、課題を抽出して「地
域カルテ」を更新し、支援して
いく。（通年） 

・引き続き、転入者への転入時の
案内などの機会を捉えて、地域
活動への参加を呼びかける。
（通年） 

・引き続き、小学校前の掲示板で
地域活動協議会の取組を紹介
する。（通年） 

・一部の区では、マンション住民
を対象に、防災講座の開催をは
じめ、防災の基本ルール作り等
の支援において、地域活動協議
会の取組を紹介し、地域活動の
必要性と地域活動等への参加
を呼びかける。（通年） 

・一部の区では、まちづくりセン
ターと連携し、地域活動協議会
紹介リーフレットの活用を支
援する。（通年） 
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30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

③地域活動協議会に期待
する準行政的機能の趣
旨についての理解度 
向上 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、理解
度が低かった項目を中
心に資料を作成し、理
解を深める。 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。 

・地域事業や地域活動協
議会意見交換会などの
機会を活用し、役員を
はじめ地域住民の理解
が深まるよう、説明を
行う。 

・準行政的機能の理解促
進を図るためのチラシ
やリーフレットを作成
し、周知を行う。 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter
など）や広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会
の役割について情報発
信を行う。 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～
７月）また、事例共有会
において取材事例の
他、参考となる取組を
共有した。（10 月） 

さらに、区を越えた地
域活動協議会の事例共
有や連携促進のための
交流の場において説明
を行った。（２月） 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、学習
用資料を作成し、市民
協働職員研修において
講義を実施した。（５～
６月） 

・地域を担当する職員を
対象にｅラーニングを
実施した。（７～８月・
９～11 月） 

・地域事業や地域活動協
議会の運営委員会や意
見交換会などの機会を
活用し、役員をはじめ
地域住民の理解が深ま
るよう、説明を行った。 

・準行政的機能の理解促
進を図るためのチラシ
等を配布した。 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter
など）や広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会
の役割について情報発
信を行った。 
一部の区では、転入者
に地域活動チラシを配
付した。 

 

・理解度向上の
ためには、機
会をとらえ
て繰り返し
説明する必
要がある。 

 

・引き続き、各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区の取組
内容を共有する。（通年） 

・引き続き、30 年度のｅラーニ
ングの結果を分析し、理解度が
低かった項目を中心に資料を
作成し、理解を深める。（上期） 

・地域を担当する職員全員が受
講するｅラーニングを早期に
実施するとともに、理解度が低
い項目についてポイントをま
とめた資料を作成して職員の
理解を深め、区民への理解促進
につなげる。（上期） 

・引き続き、地域事業や地域活動
協議会意見交換会などの機会
を活用し、役員をはじめ地域住
民の理解が深まるよう、説明を
行う。（通年） 

・構成団体向けの理解促進を図
るためのチラシを作成し、周知
する。（通年） 

・引き続き、ホームページ、ＳＮ
Ｓ（Facebook、Twitter など）
や広報紙・掲示板等の多様な媒
体を活用して、地域活動協議会
の役割について情報発信を行
う。（通年） 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

総意形成機能を認識して
いる地域活動協議会の構
成団体の割合 
29 年度 
各地域活動協議会からの
推薦を受けた区政会議の
委員を選定している区の
数  20 区（28 年度実績 
17 区） 

30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 11 区が目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
北区、福島
区、此花区、
中央区、西
区、港区、大
正区、天王寺
区、浪速区、
西淀川区、東
成区、住吉
区、平野区の
13 区が未達
成 

30 年度目標の全区達成には
至らなかったが、９区におい
て元年度目標を上方修正す
る。 

枠線あり：目標修正区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（理由） 
都島区、淀川区、東淀川区、
生野区、旭区、城東区、鶴見
区、住之江区、西成区につい
て、30 年度実績が元年度目
標を上回ったため。 
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援（Ⅲ
-ア-①の取組②の再掲） 

・区のホームページやＳ
ＮＳをはじめ、広報紙
やリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じ
て、地域活動の紹介を
行う。 

・課題を抽出して「地域カ
ルテ」を更新し、支援し
ていく。 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
を呼びかける。 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介する。 

・一部の区では、マンショ
ン住民を対象に、防災
講座の開催をはじめ、
防災のワークショップ
運営や防災マニュアル
の策定を支援すること
で、マンション内の住
民交流を促進し、コ
ミュニティ形成へと誘
導するとともに、地域
活動協議会を紹介す
る。 

・区のホームページ、ＳＮＳ、広
報紙、紹介コーナーをはじめ、
リーフレット、チラシ、ポス
ター、デジタルサイネージな
ど、様々な広報媒体を通じて、
地域活動の紹介を行った。 

・一部の区では、区内高校生の協
力のもと各地域活動協議会の
ポスターを作成した。 

・課題を抽出して、随時「地域カ
ルテ」の更新の支援を行った。 

・転入者への転入時の案内など
の機会に、地域活動への参加
を呼びかけた。 

・小学校前の掲示板で地域活動
協議会の取組を紹介した。 

・一部の区では、マンション内の
住民交流を促進し、コミュニ
ティ形成へと誘導するため、
29年度送付したＤＭに回答が
あったマンションから重点的
に働きかけを始めた。 

・一部の区では、ケーブルテレビ
と連携し、地域活動協議会や
同会長会の紹介、地域の各種
イベント紹介を実施した 

・一部の区では、各地域活動協議
会広報担当者等を対象に、地
域公共人材を活用して広報研
修会を開催した。各担当者に
よる意見交換を行うととも
に、専門的な観点から効果的
な広報のノウハウ、地域活動
協議会紹介リーフレット作成
にあたってのアドバイスを行
い、各地活協でオリジナルの
リーフレットを作成し、各地
域内で配布するなど、認知度
向上に取り組んだ。 

 

・地域活動協
議会の活動
についての
認知度が向
上するため
には、幅広
い人に情報
が伝わる必
要がある。 

・一部の区で
は、広報に
よる活動者
の負担増を
考慮し、持
続可能な広
報となるよ
う支援する
必 要 が あ
る。 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。（通
年） 

・引き続き、区のホーム
ページやＳＮＳをはじ
め、広報紙や地域活動紹
介したリーフレットな
ど、様々な広報媒体を通
じて、地域活動の紹介を
行う。（通年） 

・引き続き、課題を抽出し
て「地域カルテ」を更新
し、支援していく。
（通年） 

・引き続き、転入者への転
入時の案内などの機会
を捉えて、地域活動への
参加を呼びかける。
（通年） 

・引き続き、小学校前の掲
示板で地域活動協議会
の取組を紹介する。
（通年） 

・一部の区では、マンショ
ン住民を対象に、防災講
座の開催をはじめ、防災
の基本ルール作り等の
支援において、地域活動
協議会の取組を紹介し、
地域活動の必要性と地
域活動等への参加を呼
びかける。（通年） 

・一部の区では、まちづく
りセンターと連携し、地
域活動協議会紹介リー
フレットの活用を支援
する。（通年） 

②地域活動協議会に期待
する総意形成機能の趣
旨についての理解度向
上 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、理解
度が低かった項目を中
心に資料を作成し、理
解を深める。 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。 

・地域事業や地域活動協議
会意見交換会などの機
会を活用し、役員をはじ
め地域住民の理解が深
まるよう、説明を行う。 

・総意形成機能の理解促進

・29年度のｅラーニングの結果
を分析し、学習用資料を作成
し、市民協働職員研修におい
て講義を実施した。（５～６
月） 

・地域を担当する職員を対象に
ｅラーニングを実施した。（７
～８月） 

・地域事業や地域活動協議会の
運営委員会や意見交換会など
の機会を活用し、役員をはじ
め地域住民の理解が深まるよ
う、説明を行った。 

・総意形成機能の理解促進を図
るためのチラシを作成し、周
知を行った。 

・ホームページ、ＳＮＳ（Face 

・理解度向上
の た め に
は、機会を
とらえて繰
り返し説明
する必要が
ある。 

・引き続き、30 年度のｅ
ラーニングの結果を分
析し、理解度が低かった
項目を中心に資料を作
成し、理解を深める。（上
期） 

・地域を担当する職員全員
が受講するｅラーニン
グを早期に実施すると
ともに、理解度が低い項
目についてポイントを
まとめた資料を作成し
て職員の理解を深め、区
民への理解促進につな
げる。（上期） 

・引き続き、地域事業や地
域活動協議会意見交換
会などの機会を活用し、

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 
を図るためのチラシや
リーフレットを作成し、
周知を行う。 

・ホームページ、ＳＮＳ 

（Facebook、Twitterな
ど）や広報紙・掲示板等
の多様な媒体を活用し
て、地域活動協議会の
役割について情報発信
を行う。 

book、Twitterなど）や広報紙・
掲示板等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会の役割
について情報発信を行った。 

・一部の区では、転入者に地域活
動チラシを配付した。 

 

役員をはじめ地域住民
の理解が深まるよう、説
明を行う。（通年） 

・構成団体向けの理解促進
を図るためのチラシを
作成し、周知する。（通
年） 

・引き続き、ホームページ、
Ｓ Ｎ Ｓ （ Facebook 、
Twitter など）や広報紙・
掲示板等の多様な媒体
を活用して、地域活動協
議会の役割について情
報発信を行う。（通年） 

③総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件の確認など 

・地域活動協議会運営委
員会などにおいて、要
件を満たしているかの
確認を定期的に行うと
ともに、必要に応じて
助言・指導を行う。 

・各地域活動協議会役員
会や運営委員会、地域
活動協議会の会長が集
まる会や補助金説明会
等の機会を通じて周知
徹底を図る。 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地域活動協
議会の広報紙・ホーム
ページ、市民活動ポー
タルサイトなどで公開
できるよう、中間支援
組織と連携し支援を行
う。 

・地域活動協議会運営委員会な
どにおいて、要件を満たして
いるかの確認を定期的に行う
とともに、助言・指導を行っ
た。 

・各地域活動協議会役員会や運
営委員会、地域活動協議会の
会長が集まる会や補助金説明
会等の機会を通じて、総意形
成機能を発揮するために備え
ておくべき要件について周知
を行った。 

・地域活動協議会が意思決定し
た内容・経緯等について、地域
活動協議会の広報紙・ホーム
ページ、市民活動ポータルサ
イトなどで公開できるよう、
中間支援組織と連携し支援を
行った。 

・一部の区では、予算決算情報に
ついては、各地域活動協議会
広報紙に掲載することによ
り、順次住民への周知を実施
した。 

 

・理解度向上
の た め に
は、機会を
とらえて繰
り返し説明
する必要が
ある。 

 

・引き続き、地域活動協議
会運営委員会などにお
いて、要件を満たしてい
るかの確認を定期的に
行うとともに、必要に応
じて助言・指導を行う。
（通年） 

・引き続き、各地域活動協
議会役員会や運営委員
会、地域活動協議会の会
長が集まる会や補助金
説明会等の機会を通じ
て周知徹底を図る。（通
年） 

・引き続き、地域活動協議
会が意思決定した内容・
経緯等について、地域活
動協議会の広報紙、ホー
ムページ、市民活動総合
ポータルサイトなどで
公開できるよう、中間支
援組織と連携し支援を
行う。（通年） 
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柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

 

30 年度目標の達成状況 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 

元年度目標 
（設定・変更等） 

各区において、新たに地域
活動協議会とＮＰＯ及び
企業等とが連携した取組
を行った件数 
 
29 年度 各区５件 
30 年度 各区５件 
元 年度 各区５件 
 

24 区中 24 区が目標値以上となっ
た。 
 

達成 
 

変更なし 
 
（理由） 
予定通り取組が進捗して
いるため。 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

①様々な活動主体の情報収集 

・地域活動協議会連絡会議
や交流会等でポータルサ
イトの掲載状況の提供や、
活用方法などの周知を行
う。 

・一部の区では、イベントの
実施報告のポータルサイ
ト掲載や、区事業のポータ
ルサイト登録などの情報
発信を行う。 

 

・地域活動協議会連絡会議
や交流会等でポータル
サイトの活用方法など
の周知を行った。 

・一部の区では、イベント
の実施報告やボラン
ティア募集に関連する
区事業を市民活動総合
ポータルサイトなどに
より情報発信を行った。 

・一部の区では、会議やイ
ベント等で、ポータルサ
イトの周知を行う予定
であったが、ポータルサ
イトの周知内容にそぐ
うイベントがなかった
ため、地域活動協議会の
事務局担当者が集まる
会議の場での周知にと
どまった。 

 

・ポータルサイ
トの活用につ
いて理解の促
進が必要であ
る。 

・引き続き、地域活動協議
会連絡会議や交流会等
でポータルサイトの掲
載状況の提供や、活用方
法などの周知を行う。
（通年） 

・一部の区では、引き続き、
イベントの実施報告の
ポータルサイト掲載や、
区事業のポータルサイ
ト登録などの情報発信
を行う。（通年） 

 

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 30 年度の主な取組実績 課題 元年度の取組内容 

②企業等とのネットワークの
積極的な活用 

・連携企業等がもつネット
ワークやリソースなどの
強みを分析、整理し、庁内
ポータルに掲載する。 

・包括連携協定締結企業が
もつ強みや他都市を含
めた連携事例を庁内
ポータルに掲載した。 

・包括連携協定締結企業以
外の企業等のもつ強み
やネットワークを活か
した社会貢献活動と市
民活動団体との特色あ
る連携取組事例を庁内
ポータルに掲載した。 

・連携による効
果等が各所属
に 十 分 に 伝
わっていない。 

・包括連携協定締結企業に
関する各種情報や、連携
事例を更新するととも
に、包括連携協定締結企
業以外の連携企業等が
もつネットワークやリ
ソースなどの強みを分
析、整理し、庁内ポータ
ルに掲載する。（通年） 

 

③交流やコーディネートの場
づくりなど 

・地域活動協議会、企業、Ｎ
ＰＯとを結びつけられる
よう、取組事例の紹介を行
うとともに、多様な活動主
体間の交流の場やコー
ディネートの場、区で立ち
上げたネットワークを活
用し、連携を促進する。 

・一部の区では、区に設置し
た市民活動相談窓口を活
用し、多様な活動主体間の
コーディネートを行う。 

・地域活動協議会、企業、
ＮＰＯとを結びつけら
れるよう、取組事例の紹
介を行うとともに、区役
所主催の交流会などの
多様な活動主体間の交
流の場、区で立ち上げた
ネットワークを活用し、
連携を促進した。 

・一部の区では、区に設置
した市民活動相談窓口
を活用し、団体間同士で
の協力に結び付けた。 

 

・様々な活動主
体の活動状況
などの情報を
収集しておく
必要がある。 

・様々な活動主体の活動状
況について、最新の情報
を収集しながら、引き続
き、地域活動協議会、企
業、ＮＰＯを結びつけら
れるよう、取組事例の紹
介を行うとともに、多様
な活動主体間の交流の
場やコーディネートの
場、区で立ち上げたネッ
トワークを活用し、連携
を促進する。（通年） 

・一部の区では、引き続き、
区に設置した市民活動
相談窓口を活用し、多様
な活動主体間のコー
ディネートを行う。（通
年） 

④地縁型団体への情報提供 

など 

・地域のニーズや課題に適
した活動が行えるよう、市
民活動総合ポータルサイ
トなどで、連携事例や適切
な支援メニューの情報提
供を行う。 

・より連携協働のメリット
が活かせる情報を収集及
び提供するため、地域ニー
ズの把握を行うほか、具体
的な取組事例の報告や情
報交換の活性化を図る。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、各区におけ
る様々な活動主体間の連
携に基づく取組を把握し、
区長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取組
内容を共有する。 

・市民活動総合ポータルサ
イトを活用し、地域の
ニーズや課題を把握し、
必要に応じて他の活動
主体との連携について
情報提供を行った。 

・より連携協働のメリット
が活かせる情報を収集
及び提供するため、地域
ニーズの把握を進め、具
体的な取組事例の情報
共有を行った。 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、各
区における様々な活動
主体間の連携に基づく
取組を把握し、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、各区の取組内容
を共有した。 

 

・様々な活動主
体の活動状況
などの情報を
収集しておく
必要がある。 

・引き続き、地域のニーズ
や課題に適した活動が
行えるよう、市民活動総
合ポータルサイトなど
で、連携事例や適切な支
援メニューの情報提供
を行う。（通年） 

・様々な活動主体の活動状
況に関する最新情報を
収集及び提供し、より連
携協働のメリットが活
かせるよう、引き続き、
地域ニーズの把握を行
うほか、具体的な取組事
例の報告や情報交換の
活性化を図る。（通年） 

 

 

  


